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本日の報告内容

Ⅰ.生活上のリスクと生活保障

1. 人びとは、生活上のリスクにどう対応しているか

2. 社会保障をどうとらえるか

3. 日本の社会保障は、国民・住民の生活保障として機能しているか

4. 今後の方向性

Ⅱ.貧困・低所得者対策の課題

1. 新型コロナ感染症下からみえる貧困・低所得者対策の課題

2. 低所得者対策の課題

3. 生活保護制度の課題

4. ホームレス対策の課題

Ⅲ.生活困窮者支援の必要性とかかわり

1. 生活困窮者支援の必要性とかかわり

2. 今後の展望

3. 地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加と協働の推進

Ⅳ.今後に向けて
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Ⅰ.生活上のリスクと生活保障

1. 人びとは生活上のリスクにどう対応しているか

＜1＞ 個人レベルでの対応

＜2＞ コミュニティレベルでの対応

＜3＞ 政府レベルでの対応
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2. 社会保障をどうとらえるか

（１）社会保障は、国家が国民・住民を対象に生活保障する制度的仕組み

・ 「防貧」と「救貧」両機能を持つ

・ 「救貧」から「防貧」へ

ー「貧困からの解放」から「健やかで安心できる生活」へ

（２）日本の社会保障制度の特質

・ 個人、コミュニティを前提に社会保障制度は制度設計

（３）所得階層と社会保障

・ 前提としての雇用対策・住宅対策

・ 社会福祉、公衆衛生及び医療は、すべての国民・住民を対象

・ 所得階層と社会保障

一般階層 ー 社会保険

低所得階層 ー 社会手当、生活困窮者自立支援、生活福祉資金貸付等

貧困層 ー 生活保護
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3. 日本の社会保障は、
国民・住民の生活保障として機能しているか

（1）コミュニティを前提としてきたため、

コミュニティが機能しない場合、生活保障が不十分

―コミュニティの機能低下に対応する生活保障が不十分

―日本型雇用（正規雇用、年功序列、企業別組合）から外れた

場合、生活保障が不十分
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（2）一般所得階層と貧困層を対象とする制度はある程度は整備されてきたが、

低所得者層を対象とする制度が不備

⇒ 「防貧」制度の機能不全、「救貧」制度の必要性・利用の高まり

＊社会保険の機能不全 ＊低所得者対策の不備 ＊貧困対策の必要・利用

⇒ 「コミュニティ」の機能低下に伴い社会福祉（対人サービス）の

必要性の高まり

＊家族・地域の福祉的機能の低下

⇒ 社会の諸変化を射程に入れた新たな社会保障の構築が必要
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4. 今後の方向性

社会の諸変化を前提に新たな社会保障制度の検討が必要

(1) 社会の諸変化

① 人口の変化―少子化、高齢化 人口減少社会

② 家族の変化―小家族化、単身者化

③ 地域の変化―帰属意識の低下、集団性・共同性・関係性の希薄化

④ 雇用の変化―労働市場の規制緩和、女性の就業など

⑤ 経済の変化―低成長、国際化

⑥ その他―情報化の進展、環境との調和など
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（2）社会保障制度の今後

① どのようなシナリオで進めていくか

エスピン・アンデルセンの「福祉レジューム」を例にとると

△ 自由主義型 ― 市場重視 ― 自助型

△ 保守主義型 ― 社会保険重視 ― 共助型

△ 社会民主主義型 ― 福祉サービス重視 ― 公助型

⇒ 日本はどこに向かうのか
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② 日本の社会保障

・ 持続可能な社会保障

ー給付と負担

・ 全世代型社会保障

ー子ども世代、子育て・若者世代、勤労者世代、高齢者世代

・ 地域共生社会

―地域の公共性を創出

ー互助機能の強化
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Ⅱ 貧困・低所得者対策の課題

1. 新型コロナ感染症下からみえる貧困・低所得者対策の課題

（1）新型コロナ対策は応急的・臨時的措置が長期化

＊アドホックな対応

・ 生活困窮者自立支援制度

ー自立相談支援機関における相談支援の増加

ー住居確保金相談の増加

・ 生活福祉資金貸付制度

ー総合支援資金、緊急小口資金が増加
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（２）低所得者対策の課題

・ 自立相談支援機関は対人サービス機関としての位置づけ

― 対人サービス（個別支援、地域支援）を行う

住居確保給付金以外に制度資源を有さない

― 公私の社会資源（制度・サービスや民間の社会資源）の活用を行うため

他機関・他団体等の連携・協働が必須

・ 生活福祉資金制度

― 貸付を通して生活再建を行う制度の仕組み

― 貸付対象と生活保護制度などの制度対象の振り分けと相談支援

― 債権回収が必須 11



（2） 生活保護制度の課題

・生活保護受給世帯の状況

— 傷病・障がい者―医療扶助の占める割合が高い

＊医療保険、年金の代替・補足としての役割

― 高齢者～低年金、無年金高齢者が占める割合が高い

＊年金の代替・補足としての役割

― ひとり親～無業、低収入世帯 子どもの貧困、女性の貧困

＊児童扶養手当の給付水準の低位性

＊社会手当の補足としての役割

― その他の世帯～無業、低収入世帯など

＊雇用保険の代替・補足としての役割など
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（２）生活保護申請・受給件数は伸びていない

（３）生活保護の課題

― スティグマ

― 広報・情報提供上の課題

― 制度上の課題

＊資力調査（資産・能力の活用、扶養・他法他施策の優先等）

＊就労 インセンティブの働く仕組みとなっているか

― 制度運用上の課題

＊相談申請の抑制を行っていないか

＊生活再建に向けた取り組みとなっているか



（3）ホームレス対策

・ ホームレス数が減少

＊狭義のホームレス ＊広義のホームレス（居住不安定層）

・ 長期化・高齢化が顕著

・ 社会とのつながり（社会関係資本）の希薄化・喪失化

⇒ ホームレス支援の必要
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Ⅲ 生活困窮者支援の必要性とかかわり

1. コミュニティ機能の低下

家族・地域・職域からの排除・周縁化された課題の出現

＊社会的孤立 ＊制度の狭間 ＊経済的困窮

（1）問題・ニーズの観点からの要請

・相談者・利用者の生活課題の多様性・複合性・重層性

⇒地域の問題・ニーズを発見し相談機関につなぎ課題解決へ

（2） 制度の観点からの要請

・問題・ニーズ別に制度別・分野別に制度設計

⇒それぞれ問題・ニーズを総合的に判断し公民の社会資源の紹介し届ける必要
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（3） 支援の観点

・相談者・利用者の問題・ニーズに対しそれを受けとめ、公私社会資源を活用し課題解決

― 総合相談機能と振り分け機能―業務内容の明確化、組織的対応

― 民間資源と公的資源の活用

― 支援プロセスにおいて一つの相談支援機関・団体で課題解決は図れない

⇒横断的・総合的・重層的な取り組み（相談支援と制度・活動）が必要
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2. 今後の展望

（1）地域の中でネットワークを持たない人たちは、対人サービスから取り残されるおそれがある

（2）問題・ニーズを抱えた人たちを発見し、相談につなげ、

生活再建する支援（個別支援、参加支援、地域支援）

― 発見、相談

― 公私の社会資源の活用と連携・協働

― 公私の社会資源の創出するかかわり

― ニーズと資源配置の検討～計画～

～アウトリーチ、アドボカシー、コーディネーション、ネットワーク、ソーシャルアクション、プランニング～

（3）上記を実現していく体制整備を図っていく必要 17



Ⅳ.今後に向けて

１ 今後の社会の諸変化を射程に入れた社会保障制度

・ 人口減少社会における諸課題に対応する方策

・ 行政(官）が担う「公共」から「民と行政（官）による「新しい公共」への考え方・仕組み・体制・方法へシフト

・ 市民・営利・非営利・行政の連携・協働による生活課題の緩和・解決

・ 給付と負担の見直し

２ 社会保障改革と低所得者制度改革・生活保護制度改革

・ 格差・不平等・貧困の拡大・縮小は、社会の分断または統合の分岐となる

＊バックラッシュ（揺り戻し）、納税者の反乱、貧困者の反乱

・ 低所得者対策、貧困対策の拡充・強化の必要
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・ 低所得者制度改革

一 般対策と貧困対策の結節点としての低所得対策を提示する必要

～社会手当の給付水準・範囲の拡充

― 生活福祉資金貸付制度は法定化・給付化（除一部貸付）

～民生委員・児童委員の相談支援活動の一環としての貸付金と総合支援資金、緊急小口資金は別制度へ

―生活困窮者自立支援制度の充実強化

～自立相談支援機関は対人サービス機関として地域の総合相談機関と地域支援機関としての機能強化

～各種事業の機能強化

＊住居確保給付金の位置付けは住宅対策として別制度へ
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・生活保護制度改革

― 利用しやすく生活再建しやすい制度 運用

― 制度の仕組み・内容・方法の改善

３ 制度・サービスの運営実施システムの検討

― 行政・非営利・営利システムの在り方の提示

― 対人サービスと公私の社会資源の整備・拡充

― とりわけ所得保障の拡充・強化

４ メモ

・貧困・低所得者問題は、社会の諸課題が凝縮

・コミュニティの機能低下～関係性の貧困、制度の貧困

・貧困・低所得問題対策は、家族資源、地域資源、制度資源等を補完・代替・補充する制度として機能

⇒今後は、コミュニティの再生と制度拡充が必要、 とりわけ貧困・低所得者対策の比重は高まる

⇒地域のセーフティネット、制度としてのセーフティネット

⇒互助の強化、公助の強化



参考資料 図1 所得階層と社会保障の関係
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参考資料 図2 所得階層と社会保障制度

岡部卓作成
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参考資料 被保護者調査(概数）の結果

厚生労働省 第45回社会保障審議会生活保護基準部会 令和4年6月30日 参考資料 ｐ.1
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参考資料 生活困窮者自立支援制度の概要

厚生労働省 社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会（第14回）令和4年6月3日 資料3 ｐ.2
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